
令和 7年 1月 28日 
 内閣官房内閣人事局  

女性国家公務員の登用状況のフォローアップ 

注  指定職相当・本省課室長相当職は平成17年から、国の地方機関課長・本省課長補佐相当職は平成20年から、係長相当職（本省）は平
成27年から、係長相当職（本省）のうち新たに昇任した職員は令和３年から調査を開始している。 

１ フォローアップの趣旨 

政府においては、「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年12月25日閣議決定）、「国家公務員の
女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成26年10月17日女性職員活躍・ワー
クライフバランス推進協議会決定。令和６年１月16日一部改正）等を踏まえ、女性職員の活躍の推進
及び男女全ての職員のワークライフバランスの実現に取り組んでおり、今般、女性国家公務員の登
用状況について、フォローアップを行った。 

２ 実施結果（概要） 

項目 
今回のフォローアップで 

把握した数値（令和６年７月） 
昨年把握した数値 
（令和５年７月） 

第５次男女共同参画基本計
画に定める成果目標 

（令和７年度末） 

国家公務員の各役職段階に占める女性の割合 

指定職相当  5.2％  4.7％  ８％ 

本省課室長相当職  8.3％  7.5％ 10％ 

国の地方機関課長・ 
本省課長補佐相当職 

15.7％ 15.0％ 17％ 

係長相当職（本省） 29.7％ 29.2％ 30％ 

係長相当職（本省）のうち新
たに昇任した職員 28.7％ 25.5％ 35％ 

注  「指定職相当」「本省課室長相当職」「国の地方機関課長・本省課長補佐相当職」は本省・国の地方機関の職員が対象、「係長相当職（本
省）」「係長相当職（本省）のうち新たに同職に昇任した職員」は本省の職員が対象。 

＜ポイント＞ 
○国家公務員の令和６年7月時点の登用状況は、各役職段階において、女性の占める割合が調査開始
以降（注）、最高数値。

○女性国家公務員の登用の拡大に向けては、引き続き、採用した女性の計画的な育成や男女ともに
働きやすい職場環境の整備などの取組を強化。

【連絡先】内閣官房内閣人事局インクルージョン促進係 

米田、泉、西田、飯嶌、中田 電話 03-6257-3749（直通） 

E-mail：w-diversity.z8f@cas.go.jp 

報道資料 
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○ 指定職相当における女性国家公務員の登用状況（令和6年7月31日現在）

注  一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25 年法律第 95 号。以下「一般職給与法」という。）の指定

職俸給表の適用を受ける職員及び防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和 27 年法律第 266 号）

に基づき一般職給与法の指定職俸給表に定める額の俸給が支給される防衛省の職員が対象 

○ 女性職員が就いている指定職官職名一覧（令和6年7月31日現在）

府省等名 官職名等 

内閣官房 

内閣審議官（内閣官房副長官補付） 

命：内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局審議官 

命：内閣官房産業遺産の世界遺産登録推進室次長 

命：内閣官房デジタル行財政改革会議事務局審議官 

内閣審議官（内閣人事局） 

併任 内閣審議官（内閣感染症危機管理統括庁） 

内閣府 

政策統括官（経済財政分析担当） 

男女共同参画局長 

大臣官房審議官（共生・共助担当） 

総数 

（人）（a） 

うち女性 

（人）（b） 

女性割合 

（％）（b/a） 

令和6年7月31日 

現在 
1,032 54 5.2 

（参考） 

令和5年7月31日 

現在 

1,022 48 4.7 

資料６ 
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府省等名 官職名等 

国家公安委員会 

（警察庁） 

警察大学校長 

警察大学校特別捜査幹部研修所長 

警察大学校国際警察センター所長 

併任 警察庁長官官房審議官（国際担当） 

警視庁生活安全部長 

新潟県警察本部長 

消費者庁 
消費者庁長官 

審議官 

こども家庭庁 

こども家庭庁長官 

成育局長 

長官官房審議官（支援局担当） 

総務省 

統計研究研修所長 

大臣官房審議官（国際技術、サイバーセキュリティ担当） 

九州総合通信局長 

法務省 
九州地方更生保護委員会委員長 

出入国在留管理庁在留管理支援部長 

外務省 

大臣官房審議官 

大臣官房審議官 

在デュッセルドルフ日本国総領事館総領事 

財務省 大阪国税局長 

文部科学省 

研究振興局長 

文化庁審議官 

国際統括官 
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府省等名 官職名等 

厚生労働省 

医政局長 

健康・生活衛生局長 

社会・援護局長 

雇用環境・均等局長 

人材開発統括官 

大臣官房政策立案総括審議官（統計、総合政策、政策評価担当） 

大臣官房審議官（職業安定、労働市場政策担当） 

中央労働委員会事務局審議官（審査担当） 

北海道労働局長 

愛知労働局長 

福岡労働局長 

国立社会保障・人口問題研究所長 

農林水産省 
大臣官房審議官兼経営局付 

大臣官房審議官 

経済産業省 

大臣官房審議官（通商戦略担当） 

大臣官房参事官（製造産業局・総合調整担当） 

通商政策局国際経済部長 

特許庁審判部長 

国土交通省 

大臣官房官庁営繕部長 

鉄道局次長 

大臣官房審議官（航空局担当） 

国際統括官 

関東運輸局長 

環境省 大臣官房地域脱炭素推進審議官 
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府省等名 官職名等 

防衛省 
大臣官房政策立案総括審議官 

南関東防衛局長 

人事院 人材局試験審議官 
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